
工場立地法における敷地外緑地等に関する基準 

 

制定 令和６年（２０２４年）３月２８日市長決裁  

 

 工場立地法（昭和３４年法律第２４号。以下「法」という。）運用例規集２－２－３②（以下

「例規②」という。）に規定される「当該工場等の設置場所を管轄する市町村長の定める基準」

及び同規定に基づく取扱いについて、以下のとおり定める。 

 

１ 当該工場等の設置場所を管轄する市町村長の定める基準について 

  例規②における「当該工場等の設置場所を管轄する市町村長の定める基準」は、次のとおり

とする。 

 (1) 特定工場の敷地外に整備する緑地又は環境施設（以下、「緑地等」という。）は、本市内

において状況の把握や行き来が容易であり、維持管理が可能な範囲に確保すること。 

 (2) (1)の場合においても、特定工場の敷地内に法に定める工場立地に関する準則（以下、

「準則」という。）を満たす面積の１００分の７５以上の緑地等を確保すること。 

 

２ 例規②に基づく取扱いについて 

  １の基準を踏まえた例規②に基づく取り扱いについては、次のとおりとする。 

 (1) 現に設置されている工場等とは、現に設置されている特定工場又は現に設置されている

工場で特定工場の要件を満たさないものが増改築等で新たに特定工場となる工場（以下、

「対象工場」という。）とする。 

 (2) 準則に適合するために必要な緑地等を敷地内に確保できない場合とは、対象工場が立地

する同一敷地内に未利用部分（生産施設、緑地等、その他（駐車場、倉庫、資材置き場等）

に利用されていない部分）がない場合とする。 

 (3) 対象工場の敷地外の土地に整備される相当規模の緑地等により実質的に緑地等に係る準

則が満たされる場合とは、次に掲げる条件を満たす場合とする。 

  ア 緑地等は、法に定める規模及び形態を満たすものであること。ただし、重複緑地は不可

とする。 

  イ 緑地等の整備や管理に要する経費は、対象工場の設置者がその全額を負担するものであ

ること。 

  ウ 敷地外緑地等を設置しようとする地域に適用される他の各種法令（例：都市計画法、環

境条例、森林法、農振法等）の基準等が満たされていること。他法令の許認可を必要とす

る開発・転用等の各種行為は、事前に担当課との協議・確認を行うこと。 

  エ 借地に敷地外緑地等を整備する場合は、借地に係る契約期間が概ね１０年以上である

等、緑地等が概ね１０年以上継続して存続する見込みであって、かつ、緑地等が適切に管

理されるものであること。 

  オ 以下の算式により求められる緑地面積率及び緑地等（環境施設）面積率が準則を満たし

ていること。なお、複数の敷地外緑地等を算入することを認めるものとする。 

 



 
 
 
 

               対象工場の敷地内緑地面積 ＋ 敷地外緑地面積   

                 対象工場の敷地面積 ＋ 敷地外緑地等面積    

  

              対象工場の敷地内緑地等面積 ＋ 敷地外緑地等面積  

                対象工場の敷地面積 ＋ 敷地外緑地等面積    
  

    ※生産施設面積率の算定には、敷地外緑地等の面積は含めないものとする。 

  

    ただし、対象工場の敷地内に準則を満たす面積の１００分の７５以上の緑地等を確保す

ることとし、次の算式により求められる面積の緑地等を確保すること。 

    敷地内に整備すべき緑地等の面積： 

     特定工場の敷地面積 × 準則を満たす緑地等面積率 ×（７５／１００） 

 (4) 当該敷地外緑地等の整備が当該工場等の周辺の地域の生活環境の保持に寄与するものと

認められる場合とは、当該敷地外緑地等が、本市内において状況の把握や行き来が容易であ

り、維持管理が可能な範囲に整備する場合とする。 

 (5) 例規②の適用を求める場合、別紙２－Ａ、様式３－Ａ及び４－Ａの書類を添付の上、特

定工場に係る変更について届け出を行うこととする。 

 

附 則 

 この基準は、令和６年（２０２４年）４月１日から施行する。 

 

  

緑地面積率  ＝ 

緑地等面積率 ＝ 



別紙２－Ａ 

 

敷地外緑地等における緑地及び環境施設の面積  

 

１ 緑地及び環境施設の面積 

緑 地 の 名 称 施設番号 面  積 （㎡） 増減面積（㎡） 

 

   

 

 

変更前 

   

変更後 

  

 

   

緑 地 面 積 の 合 計    

緑地以外の環境施設の名称 施設番号 面  積 （㎡） 増減面積（㎡） 

 

   

 

 

変更前 

    

変更後 

    

 

   

緑地以外の環境施設の面積の合計    

環 境 施 設 の 面 積 の 合 計    

 

  



様式３－Ａ 

 

敷地外緑地等用地利用状況説明書  

 

 敷地外緑地等合計面積         ㎡ うち自己所有地          ㎡ 

敷地外緑地等用地利用状況説明図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                   縮尺  １／ 

敷地外緑地等の用に供する土地の

説明 

 

 

 

 

備考 １  自己所有地には、現在所有している土地及び将来自己の所有地となることが確実であ

る土地を含みます。 

      ２  敷地外緑地等の用に供する土地の説明の欄には、当該土地が埋立地、埋立予定地、空

地、農用地、工業団地等の別を記入して下さい。 

      ３  敷地外緑地等用地利用状況説明図には、当該敷地外緑地等の周辺２km程度の範囲内で

海面、河川、湖沼、埋立地、山林、農用地、学校・病院・公園等の用地、住宅地、工場用

地等の土地の利用状況を明示して下さい。 

 



様式４－Ａ 

 

敷地外緑地等の新設等のための工事の日程  

 

 

 

年 月 

工事の種類 

工     事     の     日     程 

年 

月 

年 

月 

年 

月 

年 

月 

年 

月 

年 

月 

年 

月 

年 

月 

年 

月 

年 

月 

造 成 （ 埋 立 ） 工 事           

環境施設・緑地の設置工事           

施 設 の 名 称 施 設 番 号 

 

   

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考１  工事の日程の欄には、工事の種類ごとに工事の期間を←→印で記載するとともに当該工

事の開始と終了の日を付記して下さい。 

   また、環境施設・緑地の設置工事において既存施設の廃棄工事が行われる場合には、当

該廃棄工事の日程も記載して下さい。 

    ２  施設の名称、施設番号の欄には規則による届出書の別紙 1～3 に記載した生産施設、緑

地、緑地以外の環境施設の名称、番号を記載して下さい。 

    ３  変更の届出の場合には、変更に係る施設について記載して下さい。 


